科研費の使用に関する内規
地方独立行政法人宮城県立病院機構
宮城県立がんセンター
（趣旨）
第１条　この内規は、日本学術振興会が交付する科研費（科学研究費補助金及び学術研究助成基金助成金による科学研究費助成事業）の使用に関する取り扱いについて、日本学術振興会の「使用ルール」に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとし、この内規に特に定めの無い場合は、地方独立行政法人宮城県立病院機構会計規程等の例によるものとする。
（管理）
第２条　科研費の保管・経理事務は事務局企画総務課にて行なう。

　　２　研究者からの各種書類の提出先は事務局企画総務課とする。

３　支払方法については原則として銀行振込みとし、振込み手数料は科研費負担とする。

（執行期間）

第４条　科研費の執行期間は下記のとおりとする。

（１）新規採択　　交付内定日～当該年度3月31日
（２）継続採択　　当該年度4月1日～当該年度3月31日

（立替払）

第５条　出張に伴う交通費・宿泊費以外の経費についての立替払いは原則として認めない。ただし、下記条件にあてはまるものについては例外として認める。

（１）交付内定日（継続採択の場合は4月1日）から科研費交付までの間に支払わなければならない経費。
（２）その他支払に緊急を要する場合。

２　立替払いを行なった場合は別紙「立替払調書」を提出すること。
（クレジットカード払い）
第６条　クレジットカードでの支払いは原則として認めない。ただし、下記条件を全て満たすものであれば例外として認める。

（１）支払方法がクレジットカード払いに限定されている経費、又は出張に伴う交通費・宿泊費の支払経費。
（２）支払い方法が一括払いである。

（３）領収書が提出できる。（領収書が提出できない場合は、カード会社が発行するカード明細のコピー（必要部分以外の個人情報等は黒塗りをすること）を当該年度の3月31日までに提出できるもの）

２　クレジットカード払いを行なった場合は別紙「立替払調書」を提出すること。

（検収担当員）
第７条　研究所に物品検収業務を行なう検収担当員を配置する。ただし、検収担当員が行なう検収は、契約書の作成が省略された場合に限る。
２　検収担当員は、研究代表者並びに分担金の交付を受けている研究分担者以外の者から研究所長が任命する。ただし、検収担当員を配置できない場合は、事務局企画総務課が検収を行なう。
３　検収担当員は検収終了後、納入業者からの納品伝票余白に確認日の記載、認印の押印を行なう。その後、伝票については速やかに提出すること。
（物品・役務の調達）

第８条　物品（設備備品、消耗品等）及び役務（請負等）の調達を行う際は、あらかじめ別紙「物品等購入依頼書」を事務局企画総務課へ提出すること。

２　発注・契約業務は事務局企画総務課が行なう。

　　ただし、一件20万円未満の物品（設備備品を除く消耗品に限る）及び一件10万円未満の役務の発注については、研究者による発注を認める。

３　前項の規定により研究者が発注を行なった場合は、別紙「施行伺」を発注日から３日以内に事務局企画総務課へ提出すること。この場合、第１項の「物品等購入依頼書」は省略することができる。
（設備備品の寄付）

第９条　科研費により購入した設備備品（耐用年数が１年以上であって、かつ取得価額が10万円以上の器械備品）については、購入後直ちに別紙「寄付申出書」を提出の上、寄付すること。

　　　　　ただし、購入後直ちに寄付することにより、研究上の支障が生じる場合であって、寄付の延期を希望する場合は、文科省等の指定様式C-15（寄付延期承認申請書）を提出すること。

（旅費）
第１０条　研究代表者又は研究分担者が出張する場合は、出張する２週間前までに別紙「施行伺（旅費）」を事務局企画総務課へ提出すること。また、他の機関から旅費等が支給される出張についても同じ手続きを行うこと。
２　会議及び共同実験等（以下「会議等」という。）に講師及び共同研究員等（以下「講師等」という。）を招き、その者に対して旅費を支払う場合は、あらかじめ別紙「会議等開催申請書」を提出すること。
（謝金）
第１１条　会議等に講師等を招き、その者に対して謝金を支払う場合は、あらかじめ別紙「会議等開催申請書」を提出すること。
２　研究補助員等の有期雇用職員を雇用する場合の取扱は下記のとおりとする。

（１）任用については，地方独立行政法人宮城県立病院機構宮城県立がんセンター外部研究費による共同研究員の任用に関する内規の例によるものとする。
（２）雇用に関する手続きは、事務局企画総務課にて行う。
この内規は平成19年3月29日から施行する。
　　　　　平成23年10月1日改正
　　　　　令和3年10月27日改正
